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事業所のゴム印 

もしくは記入をし

てください。 

  

2 枚目に事業所の丸印の

押印をしてください。 

 

○12欄 賃金額 

Ａ：月給の場合 

Ｂ：時間給、日給、

出来高制の場合 

※通勤費 

複数月分まとめて

支払う場合は該当

月で割り、それぞ

れの月に参入して

ください。 

 

※残業代を翌月に

支払う場合は、実

際に残業をした月

に戻して記入してく

ださい。 
「離職日の翌日～離職日」に

応当する期間 

※もし応当日がない場合は

「その月の末日～」を記入し

てください。 

 

⑨欄の基礎日数 11 日以上

の完全月を１２か月分記入

することが必要です。 

「賃金の締切日の翌日～賃金

の締切日」に応当する期間 

 

⑪欄の基礎日数 11 日以上の

完全月を６か月分記入するこ

とが必要です。 

 

○離職票発行時に必要な確認資料 

※記入した出勤日数と金額、離職理由を照合するのに必要

となります。 

・出勤簿 または タイムカード 

（退職した日から遡って 11日以上出勤した月を 12か月分） 

・賃金台帳 または 給与明細書 

（退職した日から遡って 11日以上出勤した月を 8か月分） 

・離職理由のわかる資料 

※令和5年10月から押印不要になりました




